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日本アイ・ビー・エム株式会社 

 

NTTドコモビジネスと日本 IBM、AIガバナンス領域で協業を開始 

～企業が安心して AIエージェントを活用できる環境の実現にむけて～ 

 

NTT ドコモビジネス株式会社（旧 NTT コミュニケーションズ株式会社、以下 NTT ドコモビジネス）

と日本アイ・ビー・エム株式会社（以下 日本 IBM）は、AI の開発・導入・利用において、法令や倫理、

社内規程などに沿って AI を適切に管理・運用する AI ガバナンス領域での協業に関する基本合意書（以

下 本基本合意書）を 2026 年 10 月 7 日に締結しました。両社は、企業が AI エージェントをいつ・どの

ように使っているかを把握し、法令や社内規程に沿って継続的に管理・監査できる仕組みの確立に向け

て検討を進め、企業が安心して AI エージェントを活用できる環境の実現をめざします。 

 

1．背景 

近年、生成 AI は指示に応じて回答する段階から、自律的に判断・実行を行う AI エージェントへと進

化しました。企業では、実際の業務に AI エージェントを組み込む動きが広がりつつあります。こうした

中、組織や企業の垣根を越えて AI エージェントが互いに連携し、高度な判断や実行を担う環境を求める

ニーズも高まっています。 

一方で、AI エージェントの活用が進むほど、企業として統制の難しさ、国や地域ごとに整備が進む AI

関連の法規制やガイドラインへの対応、AI による誤った判断や想定外の利用による情報漏えいなど、新

たなリスクへの対応が求められます。このため、AI ガバナンスの重要性が高まっています。具体的には、

AI がどのような根拠で判断したかを説明できることに加え、利用状況を継続的に統制・監査できる仕組

みが求められています。 

 

NTT ドコモビジネスは、データセキュリティ、デジタルアイデンティティなどの分野における技術開

発と提供の実績を有しています。データを秘匿したまま保管・加工・分析できるデータ利活用サービス

「析秘®※1」や、利用者の本人性・真正性の確認や権限管理を行う ID 管理プラットフォーム

「SmartLiTA®※2」などを通じて、企業が安全にデータと AI を活用する環境を支えてきました。 

一方、日本 IBM は AI ガバナンス、AI セキュリティ、AI リスク管理などの分野におけるグローバルな

知見と実績を有しています。IBM watsonx.governance をはじめとする様々な AI ガバナンス・セキュ

リティ製品の提供やコンサルティングサービスを通じて企業の AI 活用を支援してきました。 

両社は、それぞれの強みを組み合わせ、データや AI エージェントを安全に活用する基盤と利用状況を

適切に管理・監査する仕組みの構築を通じて、AIエージェント時代に求められる AIガバナンスの実現を

めざし、本基本合意書を締結しました。 

 

2．本基本合意の内容 

NTT ドコモビジネスと日本 IBM は、本基本合意書に基づき、以下の取り組みを進めます。 

 

（1）AI ガバナンスを実現するアーキテクチャおよび活用モデルの検討 

AI エージェントの利用拡大に伴い、AI の判断根拠を説明できること、誰が・何を・どこまで利用でき



 

 

るかを管理できること、利用状況を後から確認・監査できることなどを確保するための仕組みが求めら

れています。両社は、企業が安心して AIエージェントを活用できるよう、AIガバナンス領域におけるア

ーキテクチャおよび活用モデルについて検討します。 

 

（2）技術・サービスの適用領域検討 

企業における AI エージェントの安全かつ信頼性の高い活用を支えるため、両社が有する技術、サービ

ス、ソリューションおよび知見の適用領域を検討します。生成 AIの導入・実装、AIエージェントによる

業務効率化などのユースケースを対象に、セキュリティ・ガバナンスを考慮した運用支援、リスク管理

や説明可能性・モデル管理などの観点から、必要となる統制・管理の要件を整理します。 

 

（3）将来的な事業化・商用展開を見据えた提供モデルおよび推進体制の検討 

 本取り組みで得られた知見をもとに、事業化に向けた提供モデルと両社の推進体制を検討します。 

 

3．今後の展開 

NTTドコモビジネスと日本 IBMは、それぞれが有する技術・知見を活用しながら、AIガバナンス領域

における仕組み、活用方法、提供形態などについて検討・実証を進め、成果を踏まえて事業化を検討し

ます。あわせて、AIエージェント時代に求められる AIの管理・統制、セキュリティ、運用に関する取り

組みを推進し、企業の AI 活用高度化に貢献していきます。 

 

 

 

「NTT コミュニケーションズ株式会社」は 2025 年 7 月 1 日に社名を「NTT ドコモビジネス株式会社」に変更しま

した。私たちは、企業と地域が持続的に成長できる自律・分散・協調型社会を支える「産業・地域 AX のプラットフ

ォーマー」として、新たな価値を生み出し、豊かな社会の実現をめざします。 

 

https://www.ntt.com/about-us/strategy.html 

 

 

※1 析秘®：機密性の高い情報を秘匿化したまま保管・加工・分析するセキュアなデータ利活用サービスです。 

※2 SmartLiTA®：認証認可・同意管理・本人確認を統合した ID 管理プラットフォームです。 
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